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おわ りに
は じ め に
本論文は,情 報財 とくに,教育文化財の効果分析を,あ る事例を通じておこ
なったものである。なぜそのような分析が必要なのか。その背景 として,以 下
のような問題が広 く経済社会にあるとみなければならない。
まず,国 及び地方 自治体の財政事情が逼迫 していることが,近 時,様 々な形
で議論されることが多 くなった。これは,公 共財 としての情報財の投資に関 し
ても様々な影響が出ている。国家収入が潤沢にあ り,かつ今後 も,安定的に増
大する見通 しがあるのなら,こ のようなことはあまり重要でないかもしれない
が,経 済成長が鈍化 し,高齢化が進み,財 政赤字が増大する中では,様 々な投
資は厳 しく見直されなければならないか らである。(現在は,昨 今の不況か ら
の脱却のために国債を大量に発行 してお り,一層財政は悪化 している)
つぎに,市 民の民主的な要求が日増 しに強まっていることである。これは,
市民の高学歴化や,市 民意識の上昇に伴い,行 政府の行動への監視がより強 ま
っているのである。それと呼応する形で,様 々なメディアが発達を遂げ,多 様
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な監視機能を果たしている。(逆に,政府や自治体の宣伝にも使われているが)
その一つの重要なツールとしても,情報財は機能 しよう。
情報資本 に関 しても,必要性はよく語 られるが,そ の効果がよくみえないの
が現状であろう。そこで,そ の測定基準の確立がで きず,効 果が十分にみえな
いのであれば,削 減 しようという流れは当然にあ りうることである。
それ とは反対 に,コ ンピュータの利用頻度が増すにしたがって,操作性や,
リテラシーの重要性が明 らか となってきている。(ようするに,情 報資本 は情
報 リテラシー能力の向上 と一体 となって働 くと考えられるのである)
それゆえ,ERPやTCOな どの考え方が社会情報システムにも導入されよ
うとしているのである。1)
つぎに,社会情報システムの特性分析の基礎 として,情 報財の経済社会に果
たす意義を確認 してお きたい。
情報財の特性 として,き わめて大 きく言うと,3つ あると考 えられる。その
第一は,共 有可能性である。これは,情報財は,モ ノとは異なり,そ の複写が
きわめてわずかな費用で可能であることをいう。これによって,市 場を成立さ
せるための財の単位性や情報財の所有権の確立が困難 となるのである。第二は,
事前確認困難性である。これは,モ ノ(有体物)で あれば,使 用機能がモノの
保有や利用が生 じても減 りはしないが(た だ利用によって劣化がゆるやかに生
じる),情報財は,内 容が知 られて しまうとその消費が完了 してしまうものも
あ りうるのである。2)これより,情報財は完全に財の質や内容 を確認できない
ことになる。その第三は,価 値の相対性の問題である。これは,モ ノで も確か
にそれぞれ個人の思い入れがあり,財の評価は多少個人ごとに分かれようが,
1)ERPは,全 社的な情報 システムの統合化 を目指 したものであ り,TCOは その コ
ス トを総合的に評価 しようとい うもので,こ れらは主に企業の情報システムの費
用測定に使われるものであるが,今 後 は,公 共体の情報 システムの効果分析 にも
利用 されるであろう。
2)し か し,た とえばワープロソフ トのように,文 章作成の機能を使 うものは一時の
消費で価値 は失わないのであるから,情 報財がすべて認識 と同時に価値を喪失す
るものではないが,モ ノよりは相対的に多いと考えられる。
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費用や機能よりその財の質は客観的に把握できる。これに対 して,情 報財は,
まさに個人の主観に任 されている面が多いといえよう。 これはさきの事前確認
困難性 とあいまって,情 報財の不確実性を一層高めることに寄与 していると考
えられる。
結局,こ のような財の特性によって,つ ぎのような2つ の経済現象上の問題
を生 じていると考えられる。その第一は,不確実性の問題である。 これは,完
全競争市場を阻害する要因であり,「市場の失敗」を導 くことになる。た とえば,
供給者が需要者に関す る情報が十分にない ことから供給量が下が り,需要者 も
供給財に関する情報が十分でなければ需要量が減少するのである。 とくに,財
それ自体が情報の場合には,より大 きな困難 さを生 じると考えられる。第二は,
いわゆる情報の非対称性の問題である。これによって,ミ クロ市場が不完全 と
な り,「市場の失敗」 として,逆 選択や,モ ラルハザー ドが生 じるのである。
以上のように,情 報財の特質からくる市場の失敗 という側面 と,も うひとつ
公共財としての特性か らくる市場の失敗がある。公共財は市場の失敗が生 じる
典型的な例 としてよく理解されているが,情 報財も,そ の効果が広 く市民に及
ぶ場合には公共財 としての情報財 もあ りうる。具体的には,マ スメディアなど
はまさに公共財であろう。それゆえ,テレビもラジオも公共放送が存在する。(民
間が財の供給 をおこなっていてもその財が公共 目的であれば公共財 と考えるの
が一般的であるか ら,民間放送 も公共放送 ともいえる)
このような公共財 としての情報財 には,当然 に,2つ の特性を有することに
なる。その第一は,非競合性の問題である。 これは,公 共財においては同時消
費が実現するか ら,供給量の決定が市場で実現 しない というものである。つ ぎ
に,非 排除性 という問題がある。 これによって,費 用の回収が困難 となるので
ある。どちらに しても,まず,情 報財の特性によって,市場の失敗 とな り,公
共財の特性によって,さ らに市場の失敗 となるのである。このいわば,2重 の
失敗が存在する中,情 報財が適正に供給されているのかを分析するのが本論文
の中心テーマである。
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1.費用便益分析の手法の限界
公共支出は費用便益分析(costbenefitanalysis)がなん らかの意味で常識
化しているといえよう。それは,い かなるものであれ,財 の供給には当然に費
用がかかるのであ り,それは最終的には国民の負担となるのであるから,そ の
支出には費用に見合った便益が必要とのごく当た り前な考え方に基づ く。
費用便益分析 とは,民 間企業における利潤極大化の目標 を政府の支出活動に
あてはめることであ り,この とき,民間の利潤極大化に対応するものが,社 会
生産物極大化であるといえよう。 しか し,こ こでの社会生産物極大化 とは,ま
ず,社 会生産物とい う概念がよく分からないこともさる事なが ら,その極大化
とは量的なものをい うのか,質 的なものではどうなのかを決定することは困難
であるといえよう。
そこで,も うすこし,理論的にこの分析技法の内容及び問題点を明らかにし
てみよう。
CB分析の計算方法は,一 般には,以 下のような式によって行われると考え
られる。
NSB=B1十B2-B3
NSB:純社会的便益:netsocialbenefit
B1:公共投資の直接的結果 としての消費の増加
B2:民間投資による消費財の増加の間接 的便益
B3:民問から公共部門に資源が移転することによる社会的機会損失
この式の言わん とするところは,まず,便益を2つ に分けて考えるのである。
第一は,公共投資によって発生するであろう直接的な消費量の増大効果をいい,
より具体的には,建 設業者の建設需要の増大や,資 材業者の需要などであ り,
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別の言葉で言えば,公 共財の後方連関効果といえよう。これに対 して,建 設後
ノ
の施設の保守管理や運営上の需要や,そ れが様々な活動によって民間の便益を
増大 させるという前方連関効果などが入ろう。それに対 して,民 間から資金を
移 し,民 間と同様の財を供給するとなれば,市 場の競合状況となり,結局,ク
ラウディングアウト効果が生 じるというのがここでのB3である。
蔦(i-ltl!6-ztit>濁
B:割 り引かれた便益C:費 用
Ct
(1+i)t(Bご一>1)
i:割引率T:分 析が適用される年数
これに対 して,以 下のような式を導出することもある。
ここで,CB分 析の問題点を上の式を用いて考えてみよう。
分母の費用の面に関 して言 うと,割引率 をどのように設定するか という不確
実性がある。 しかし,そ れは長期的にみれば平均化されるのでまだその不確実
は妥当な範囲 といえよう。
このとき,道路や橋であれば耐用年数および補修費用は比較的容易に把握で
きる。そ して,そ れに対 して,新 たな投資(補 修)計 画が十分になければなら
ない。それは当然に,費 用を増大 させることになる。公共財として投資される
教育文化財は,そ れへの配慮が十分でないものが多いと考えられる。
第二に,左 辺 としての便益の問題がある。 この問題はきわめて難解である。
その第一は,ま ず,様 々な公共財は多面的効果が発生するが,そ の個別的効果
測定が困難であるという点である。これに関して,マ スグレイブは,自 著で,
灌概プロジェク トの例で議論 している。たとえば,当該プロジェク トの効果を,
まずは,実 物と,金銭の二つに分け,前 者はさらに直接 と間接 とに分け,そ れ
ぞれをさらに有形 と無形に分けているのである。それに対 して,後 者は農業産
業の維持発展等がはいるという。3)
その他の見方 として,さ らに,そ の効果の顕示性 と非顕示性(潜 在性)が あ
3)Musgrave,PublicFinanceinTheoryandPractice,1976
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りうる。これは,前者が誰の 目にも明らかに効果が発生するというものを指し,
後者はそうではないという分け方である。そして,そ の異なる効果様態が,特
定のグループにのみ配分されるという問題である。それゆえ,公 共財の供給に
関 して,異なるグループ問に対立や意見の相違を生み出されるとみるのである。
このような事情の問題点は,「投票の経済学」が明 らかにしている。すなわち,
このような事態は,3つ の不経済を生み出す という。その第一は,同 意 コス ト
がかかるというものである。とくに,豊 かな社会であればあるほど一定の同意
を社会内に実現することは,時 間と費用とがかかって しまうのである。 これは
他の言葉で言えば,民 主主義社会の維持 ・管理に関するコス トといえよう。こ
れを精密に行おうとすればするほどタイム リーな財の供給が困難となるのであ
る。第二は,政 治的外部不経済の発生問題である。 これは,政 治的に一定の意
思決定を実現 しようとすると,政治的妥協 をおこなわなければならず,そ れに
よって,結 局はだれの支持 も得 られないか,多 くの不満をかえって発生 させて
しまうということである。 これは,中位投票の理論 と呼ばれている。第三は,
道徳的危険である。た とえば,本 来なら反対であるが,自 分に負担が生 じない
限りにおいては,供 給の拡大 を目指そうという行動 をとることなどである。道
徳的危険を排除しようとすれば,そ の監視や取 り締 まりのコス トがそれ以上に
かかることがあ り,それが社会全体のコス トの増大を招 くのであれば,道 徳的
危険を甘受 しようという見方がそれを容認する方向をさらに強めているといえ
よう。
つぎに,便益分類の多様性があげられよう。この考えからすると,公共財は,
以下のような理由により,民間の補完 として公共機関が財を供給すると考える
のである。その第一は,時 間的不確実性である。すなわち,い つ までを効果の
境 とするかという問題である。効果は,様 々な世代に及び,か つ どの程度影響
力が発生し,そ れがどの程度残存するかは把握 しがたい。たとえば,大 変に貴
重な文物や資料であって も,す ぐに,価値が消えるものもあれば,か えって時
間がたてばたつほど効果が高 まるもの もある。つ ぎに,空 間的不確実性の問題
である。これは,便 益効果領域の設定の困難性である。公共財の効果が どの範
教育文化財(情報財)の新しい評価技法と事例分析 145
囲まで及ぶかは検討がつかない。たとえば,あ る地域に住んでいる人にとって
は何で もないことでも,遠 く離れた人にとっては物珍 しく,大 きな感動を呼び
起 こす ということもありうることである。また,人 的不確実性 ということもあ
る。すなわち,人 の教育効果の発生時期 と時代性の問題である。教育効果がど
のように共時的及び通時的に及ぶかは全 くといっていいほど予想がつかない。
具体的に言 うと,若年者には大きな興味と感動が与 えられたとしても,年 配者
にはそうでないことあろうし,そ の効果も時間をおいて じわじわと浸透すると
いうもの もあろう。
よって,便 益の非金銭性が表面にでてこよう。すなわち,金 銭評価 という単
一の評価基準にこの便益がなじむか どうかということである。それゆえ,教 育
は,直 接的な効果がはっきり分か らな くても,広 くすべての人々に与えられた
国家的な権利であ り,それゆえに,教育の重要性が語 られるのである。ここに,
教育財 ・情報財の供給の量及び質の把握の困難性があるのである。これは,一
方では,過 剰な不用財の供給を可能にし,他方,本 当に必要な財の供給が過少
となる現象 を生み出す もととなるのである。
2.新 しい情報財の評価技法について
そこで,新 しい評価技法を考えなければならないが,そ のときに,環境経済
学で議論されている手法が有力 と考えられている。4)
それ には,大 き く分 けて2つ の方法が ある。その 第一は,顕 示選 好法
(RevealedPreferences)である。 これは,何 らかの経済的効用や選好がすで
に明らか となっているものによって,対 象物の経済的(金 銭的)評 価を行なう
というものである。
この代表的なものには3つ あ り,その第一は,ト ラベルコス ト法(Travel
4)こ の環境経済学で用い られる技法の情報システムへの応用の例としては,金 田重
郎氏の 「仮想評価法(CVM)と情報システム導入効果の定量化」(経営情報学会,
1998)がある。
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CostMethods)である。 これは,人 々の移動コス トをもとに費用を算出しよ
うということである。なんらかの財を消費 しようと思えば,そ の財の所在地に
行かなければならず,わ ざわざい くということはそれ以上の価値や効用がその
ものにはあるとみるのである言)第二は,ヘドニ ック法(HedonicPriceMethods)
というものである。 これは,地代や賃金などをもとに評価す るというものであ
る。たとえば,環境改善事業によって,その土地の評価価格が上昇 したときに,
その上昇分が価値の増加 とみなすなどである。最後が,代替法である。これは,
公共財を私的財に置 き換えたときの費用算出によって,代 替的な価格を導 き出
そうというものである。 この考え方は,現 在の経済的な評価方法によって公共
財の価値を把握 しようということであり,市場経済社会にはなじみやすい考え
方では有るが,ト ラベルコス ト法では,ト ラベルコス トがそれ 自体の価値であ
るというのはかな り無理があると考えられる。たとえば,大 都市に近い湖は多
くの人々のそばにあるために利用が多いが,そ れに対 して,遠 く離れている湖
はそれがどんなに自然的に壮大で,そ こに希少生物が住んでいても多 くの観光
客は訪れないとすれば,そ の湖は価値がないということになってしまう。
つ ぎに,ヘ ドニック法であると,ア メニティの評価のみが可能 とな り,それ
以外には適応が難 しいといわれている。最後に,代 替法は,も っともポピュラ
ー な方法 とはいえるが,私的財がない場合やあっても質が大 きく異なるときに
は適用ができないであろう。
とくに,ど れをとっても財が供給 される前の評価 には向かないといえよう。
それに対 して,表 明選好法(StatedPreferences>というものがある。 この
代表的な手法が,仮 想評価法(ContingentValuationMethods)である。 これ
は,当 該財の評価 を市民によって行わせ ようというものである。この手法は,
80年代米国で一般化 し,90年代 に入って,日本で も利用 され始めた手法である。
よ り具体的には,直 接人々にアンケー トで支払意思額(willingnesstopay)
や受入補償額(willingnesstoacceptcompensation)をたずね,補 償余剰や等
価余剰によって価値評価を行 うものである。
この方法にも多 くの課題が残 されている。第一は,ア ンケー トという手法の
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本来的な課題である。すなわち,い かなる聞き方をしてもアンケー トである限
り,その聞き方や問題の設定の仕方自体によって人々は意見を変える恐れが排
除で きないことである。 また,CVMを 用いるとき,普通,そ の状況を写真や
印刷物やその他資料でアンケー ト対象者に提示するのであるが,そ れが,ど の
程度のものかによって表明する効果が大 きく変わる恐れがある。また,あ る特
定の事件が起きたばか りのときであれば,そ の結果に影響 されて,表 明される
可能性があるのである。
第二に,ま さに仮想評価である点である。仮想であるから,人 々に,あ るこ
とが実現 したらとか,あ る建設を行 うとどう思うかということはある程度のこ
とをいうことはで きてもそれは一般論でしかない点である。(ないしはまさに
仮設的表明にすぎない)実際,様々なアセスメントが現在でも行われているが,
完成 しないうちにその結果を言い当てることはかな り困難であるといえよう。
そのある意味当た り前なことがこの手法で も回避できていないといえよう。別
の言葉でいえば,専 門家です ら十分に把握出来ない事象のときには,一 般市民
が適切 な判断を下せる可能性 も低いといわなければならない。
第三に,市民の真意が本当に表明されているかという点である。これは,リ
ンダー ル均衡が示す とお り,公共財の価値は市民が自己負担(義 務)を フリー
ライ ドすることによって,本 来的な必要量よりも過少になるということを明ら
かにした。この手法を使っても,自分に費用の負担が生 じないときはいいが,
それが生 じるときには過少に価値を表明することは回避で きないといえよう。
CVMの手法 も原理的には市民側(利 用者側)の 価値の表明であるので,こ の
問題は回避できないといえよう。
このように,こ こであげた手法のどれをとっても課題は残るが,こ れまでの
ように便益を供給主体に都合のいい ように測定するよりはいいといえよう。
今後は,い かなる財の場合には,い かなる手法が有効かを多 くの事例を積み
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議会(間接民主方式)
法制度にもとつ く
公共投資
意思決定
主体方法
投票システム
市場システム
意思決定構造
事実としての意思決定構造
法制度としての市民投票
事実投票システム
〔
多数決(一票主義)
ウェイ ト投票
旨‡[國
仮想市場システム
一〇 一 現実市場システム
エ リー トシ ステ ム
(官僚 システ ム)
図表一1公 共投資の意思決定構造とCVMの位置付け
上げる形で明らかにしてい く努力が必要といえよう。
つぎに,CVMの 政治経済的な位置付けを考えてみよう。われわれは,経 済
的価値を実現する方法 として大 きくいって,2つ の方法をもっている。その一
つは,市場を利用するものであり,他方は,組織である。他の言い方をすると,
後者によって,財 を現実に生み出 し,前者の方法によって,そ の量 と価格 を決
定しようとするのである。これに対 して,公 共財の供給はどのようにおこなわ
れるのであろうか。公共財は,市 場の失敗の例 として知 られているが,民 間に
よる市場が十分に形成できない財の性質のために,民 間に代わって公共体が供
給を行うというものである。それゆえ,現 実的な市場 は,い わゆる価値財(準
公共財)以 外はないといえる。 しか し,仮想的にはやはり市場 は想定できるこ
ともあるか ら,CVMの ように仮想の市場を設定 して評価 をするというのは,
まさに仮想的ではあるが,市 場経済においてはそれな りの妥当性 を持っている
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といえよう。(とくに,顕 示選好法の応用のときにはこのような機能を活用す
ることがで きるであろう)
他方,投 票に関す る問題がある。市場を使 って十分に財の価値 を形成できな
い以上,政 治的に議会やそれをサポー トする官僚によって財の供給が図 られる
ことになる。そのとき,党利党略や圧力団体の影響を受けることが政治経済学
で明 らかにされている。そこでその弊害を是正するために,投票によって主権
者である市民の意思を確認するとい う方法もあ りうる。その とき,法制度 とし
ての投票 もあろうが,事 実 としての投票 もある。さらに,多 数決 という方法 と
ウエイ ト投票 という方法 もある。CVMは まさに,一 人一人が当該財の価値を
金銭 という重み付けをおこなって投票をするという意味合いを持 っているとい
えよう。
この2つ か らすると,CVMと いう方法は,市 場 という形をとり,市民の直
接的な価値の表明に基を置 くゆえ,民主的な価値 を有する手法と評価 しえよう。
3.事例分析一教育文化財の供給課題 とCVMによる分析
ここでは,以 上のように,CVMと いう表明選好法によって,具体的な事例
の分析 を通 じて,そ の技法の課題 と教育文化財の課題の両方を考えてみよう。
ここで評価対象 とするのは,0市 にあるK記念館である。 これは,本来は文化
財の保護維持を目的としていたが,そ の後,広 く多 くの人々に観覧 ・学習でき
る場 として設置 されたものである。その目的は,大きくいって2つ あるという。
その第一は,社会教育および文化財保護の目的である。これがこの財のもっと
も重要な効果であるといえる。
第二は,そ れを通 じて,観 光促進の目的である。せっか く,立派な文化財を
つ くるのであるから,市 民のみならず多 くの人々に見て もらおう。それによっ
て,副 次的に同市を訪れる人々が増加すれば同市の経済が豊かになるというこ
とを狙っていたのである。これは,本 来公共財は非競合性があるのでより多 く
の人々に利用 してもらおうというのは当然である。
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このような目的を実現するために,同市は,44億円余 りの巨費を投 じて建設
したのである。
この財の投入 目的はけっして不当なものではない。なぜなら,市民が生産基
盤か ら,生活基盤へ,そ してより文化的な生活を求めているという経済社会的
な流れに沿っていること,お よび,歴 史的にも,0市 から鉄道が引かれ,北 海
道の開拓の歴史の上で,極 めて重要な意義をもっていると考えられるか らであ
る。また,そ れを展示する歴史的文化的遺物 も多 く存在 してお り,本州に比べ
て歴史の短い北海道にとっては,格 好の歴史 を学べる場所であるからである。
しか し,目的が肯定 された としても,そ の実現のための方法や供給量や供給
価格が適切であるか どうかとはまた別の問題であるといえよう。現在の公共財
の供給過剰の問題や,巨 費を投 じたのに,利用者が少なく,多 くの施設が赤字
であるという現実が後者 を説明 しているといえよう。6)
日本の公共財の供給に関 していうと,そ の大半はこの目的以外の正当性や妥
当性の吟味が不十分なまま供給を行っているという例が目立っているといえよ
う。とくに,教 育財や文化財のように,こ れまでの生産 ・生活機能が比較的明
確 なものとは異なり,新 しい財の供給であるので,そ の検討は慎重を要すると
いえよう。
たとえば,こ こで分析するK記念館は,こ の3年 間(開館の3年 間)の 入場
者数をみると,平成8年 度には,20万人を超えていたものが,そ の3年 後の平
成10年には,15万人を切 るまでにな り,その減少率は40%以上にもなる。7)
勿論,こ の間,こ の施設は漫然 と時を過ごしていた ということはなく,様 々
5)こ の技法の問題点は,本 文のほかには,「機会損失の問題」がある。す なわち,
他の収益 をあげる機会をどのように見積 もるかということである。
6)朝 日新聞(平成11年12月29日付け)に よると,「地方 自治体が民 間とともに出資,
経営 している観光開発など会社方式の第三セクターは約6割 は赤字」 とい う。
7)そ れは当然に,この施設の運営を苦 しくしてお り,平成10年度(開館か ら3年 目)
には,7千 万円以上の累積赤字 となっている。 ちなみに,開 館か ら1度 も黒字 と
なった年はない。
8)た とえば,子 ども用の ミニ レースの開催や,空 き缶による美術品の展示 などをお
こなっている。また,様 々な方法で宣伝活動 もおこなってお り,運 営 自体の稚拙
さが赤字 を生み出しているとはいえないであろう。
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なイベントや対策 を講 じてきたのである。8)
そして,そ の結果として,累積の赤字は増加する一方である。その結果,こ
の負債は市民に回るのであるから,市民の負担は増大する一途であるといえよ
う。このように,市 民から十分に受け入れ られていない施設がなぜ作 られるの
であろうか。
それは,以 下の図表のように,教 育文化財(情 報財)の 効果に多面性がある
か らであるといえる。多 くの価値があるか ら,必ず多 くの人々がこの財の利用
に訪れてくれるであろうという見込みが先行 したともいえよう。とくに,下 の
図表の下半分は,そ の効果は現実的で顕示的なのでわか りやすいが,上 半分は
その効果の測定は極めて困難である。そのとき,2つの対応の方法があ りうる。
一つは,定性的では有っても,な んらかの教育効果をサービス消費者に聞こう
というものである。他方,こ のような効果が定量的には分からない以上,教 育
という価値の実現のためには,い わば国家の義務 として,収 支 とは関係なしに
供給を行なうという場合 もあ りうる。しかし,この事例では,会社組織を作 り,
毎年,決 算をする以上,や はり黒字化 を目指すべ きであるといえようし,その
効果は十分に測定される必要があろう。(現実に,施 設側は効果の測定はおこ
E
文化財保存効果
D
教育文化効果
F
娯楽慰安効果
関連資材購入
(運営経費)
B
建設関連需要
(後方連関効果)
A
〈潜在効用〉
〈顕示効用〉
近隣の商業活動の活性化
および地価上昇
C
図表一2公 共財の多面的効用
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なってい ない ようであ る)
そ こで,以 下の図表 の ように,ア ンケー トを実施 して, とくに上半分の効果
饗
撰t5
〆メ〆 評〆ボヴ ノ
1口1回以上いったい人
_■ 憐 いったことのない人
図表一3利 用者の多面的効果の表明結果
がどの程度あるのかを表明して もらった結果である。
これは,小樽商科大学の学生(平均年令20.9才)100名にアンケー ト9)をとっ
たものであり,そのうち,上 記記念館にいった者 と,い ったことのない者 とに
分けて,効 果を聞いたものである。これからいえることは,全体 として,大 変
に効果があった(あ るであろう)と いう者は極めて少なかった。いったことの
ない者のなかで,そ の施設に行かなかった理由としてもっとも多いものは 「興
味がないから」がもっとも多いことからも,こ の財の誘引力(関 心度)は 小 さ
9)ア ンケー トは,平 成11年11月におこない,総 採取数は,135名であるが,分 か り
やすさか ら100名をさらに任意に抽出 して統計処理をおこなった。
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いと考えられる。 また,い ったことがある者は,そ の教育効果や娯楽効果や文
化財保護効果が低い値となっているのはいかなる理由によるであろうか。それ
は,現 実に財を利用(消 費)し てみて,行 く前より,行った後のほうが価値が
低かったことを示 しているともいえよう。
このように,非顕示的で潜在的な価値は現実にはあまり高 くないようである。
それに対 して,顕 示的な価値は高いので,以 下のようにその効用を得るものは
より積極的に財の供給 を望むといえよう。
このアンケー トによると,まず,こ の記念館 にいったことのある人々が,18
人で,そ の うち,2回 いった人が一人であった。(この人は仕事で訪問した と
一表明 している)
それゆえ,い ったと答えた人は,実 質的には1回 のみであるといえよう。そ
れゆえ,82%の人は,こ の施設を訪れたことのない人々である。ここでいかな
かった理由を聞いてみると,知 らなかったという人は,20%程度であ り,もっ
とも大 きな理由は,興 味がなかったであり,これは過半数に及ぶ。 これか らな
にがいえるであろうか。
?
始めから受け入れられない費用関数 費用関数
料金を大幅に下げたときの
費用曲線
1回目に効用を喪失 した便益曲線
1回2回 利用回数
図表一42回 以降が費用対便益が逆転するケース
154 商 学 討 究 第50巻 第2・3号
その仮説を表すのが上記の図表である。
これからして も,この財の魅力 自体に問題があったといえよう。 しかし,こ
れはこの財の絶対的価値が小 さいということを必ずしも意味しない。なぜなら,
この財の消費にはかな りの費用がかかるので,費 用との関係で,そ の費用 に見
合 うだけの価値がないと考えていたといえよう。10)
この図の前提は,1回目の効用は費用 に対 して正 となっているが,2回 目以
降は負 となっているというものである。また,効用関数は,逓 減的になってい
るとみている。これは,財 の消費を増やすと,そ の回数に対 して,効 用が減少
するとい うことを意味 している。確かに,教 育文化財(情 報財)は 知 らないこ
とに意味があり,同 じものでは価値が半減するということもあながち,論弁で
はないであろう。それゆえ,わ れわれは同 じ情報を得ることはなるべ く避けよ
うとしているであろう。たとえば,映 画やニュースにしても,特 別の興味がな
いものは一回目の消費で十分である。
情報財は,その特性 より事前確認困難性を有 しているからである。すなわち,
その内容を十分に検討 ・認識する前には,期待効用をもっていると考えられる
のである。す くなくとも,そ れゆえに,一 回は費用に対 して期待効用は高い と
いうことはあ りうることであろう。しか し,2回目は現実に,アンケー トの人々
は行っていないことより,一回目の消費によってすべて効用 を消費 し尽 くした
か,費 用以下の効用になった可能性があるのである。
この考え方が正 しいとするなら,いかなる対策を取ることがで きるであろう
か。まず,費 用関数を,下 に押 しさげることが考 えられる。すなわち,2回 目
の効用以下に費用関数 を下げればいいであろう。結局,2回 目以上の人々には
割安の価格を設定する(利 用料金のディスカウント)こ とである。ないしは,
最初か ら利用料金を下げる必要があろう。 しかし,情報財は一回みる(認 識す
る)と すっか り効用を失 うとすれば,い かに料金 を下げても複数回の来客はな
10)本来的な価値の測定には他にいろいろあろう。たとえば,建 設 コス トは,す くな
くとも建物の価値を表 し,文 化財の希少性がモノとしての絶対的価値を形成 して
いるであろう。
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いことになる。それゆえ,今 度は,効用 を高める工夫をする必要 に迫 られる。
具体的には新 しい展示物を設置 したり,新 しいサービスを付け加 えることが必
要 となろう。 しかし,建設費用がすでに膨大となってお り,さ らなる追加的な
費用がともなう改変行為は一般 には容認 されない と考 えられる。
そこで,今度は,利用者がこの効用 をどの程度と見ているか(表明)を示す。
以下の図表は,CVMの 結果 を示すものである。
これによると,平 均値が,703円とな り,この本来の利用料金 よりはかなり
安 く表明されいる。勿論,こ この表明はすでに述べたように,すべて学生であ
り,原則 として生活費は親がみているものである。それゆえ,一般の市民 より
は低めに表明 している可能性は否定で きない。 しかし,そのかわ り,個人の自
由にできる小遣いは多い とも考えられる。とくに,若 者は娯楽には一般人以上
に興味があるとすれば,市 民以上に娯楽への支出は大 きい ともいえるか もしれ
ない。 しかも,先 ほども述べたように,82%の者は,言 ったことがないのであ
るから,よ り高めに表明 している可能性すらあるのである。
もし仮に,こ の表明額が適切な額 とするならば,こ の額に市民の人口をかけ
ると,一億円余 りとなる。これにさらに耐用年数を仮に30年とすると,30億円
となり,それなりの額となろう。勿論,こ れに観光客 も加わることか ら,この
推定結果
Lower Upper 生存確率 t値 P値
0 300 1,202 14.740.0000***
300 500 0,862 19.15 0.0000***
500 700 0,593 10.09 0.0000***
700 900 0,297 4.37 0.0000***
900 1100 0,127 2.18 0.0316**
1100 1300 0,050 1.08 0.2851
1300 十∞ 0,000
n 98
対数尤度 #NUM1
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図表一5CVMに よる測定結果
建設費用はそれなりに正当性をもつもといえよう。
しか し,これには,市 民が毎年,か ならず一回はいくという前提がつ く。こ
れまで もみたように,情 報財は消費によってすっか り効用が失われるとみるの
な ら,長期的に利用 されるということはなく,この 目論見は外れることになろ
う。 どちらにしても,やは り新 しい追加的なサービスを安価 に供給できる体制
(方法)の 確立か,さ もな くば大 きく運営方法や供給 目的ない しは制度自体を
かえなければ,こ のような財の中長期的な供給は続かないといわざるをえない
であろう。そこで,財 の供給の計画の段階で,市 民の需要意思を十分に図って
お く必要があろう。そのときに,明確 な表明がなければ,こ のような教育文化
財(情 報財)の 供給は,す くなくとも今のように費用が巨額 となる大規模施設
型は採用すべ きではないであろう。
お わ り に
過半の第3セ クターの経営が赤字 となっていることが,明らか となっている。
日本の多 くの過疎 に悩む中小都市は,都 会か らの観光に期待をかけて,そ の呼
び水 として,観光施設や文化施設の建設が一種のブームと化 している。しかし,
その幻想 とは裏腹 に,大 半は上記のごとく,その市町村の財政 を圧迫する原因
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となっているケースが多い。
勿論,す でに述べた ように,過疎地といえども,都会 との情報格差や文化格
差はナショナルミニマムとしても必要との目的は決して不当なものではないで
あろう。 しかし,その効果が不分明であることからも,過大な供給が多いのも
事実であろう。それゆえ,完 成すると同時に,そ れは市民の大 きな負担 として
のしかかることになる。
この課題を解決するには,や はり,十分な教育文化財(情 報財)の 効果分析
が必要であろう。その可能性 を開くのが,表 明選好法や顕示選好法などの手法
である。しかし,それは今 まさに始 まったばか りであるか ら適応事例が少ない。
今後は,様 々な財の評価分析 にこれらの手法を用いて,そ の適否や限界性 をよ
り明らかにしてい く必要があろう。
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